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第１章 会社総則 

１ 定款記載の目的と会社の能力 

１ 本件売買契約に基づく Xの Yに対する土地明渡請求と所有権移転登記請求  

 が認められるためには、本件売買契約が有効に成立している必要がある。も 

 っとも、Y社の定款では「不動産の保存と運用利殖」が目的として定められ 

 ているところ、本件売買契約は「目的の範囲内」（民法 34条）とはいえず無 

 効ではないか。 

  営利法人である会社は、多数の人々との間でさまざまな取引に従事するこ 

 とが一般的であり、それらの取引が目的の範囲外であることを理由に無効と 

 なりうるとすれば、取引の安全を害する。そのため、定款所定の会社の目的 

 の範囲は、可能な限り広く考えるべきである。そこで、「目的の範囲内」の行 

 為には、定款に記載された目的自体に限定されるものではなく、その目的を 

 遂行するうえで直接または間接に必要な行為まで包含されると解する。そし 

 て、必要な行為に当たるか否かの判断は、当該行為の客観的な性質に即し、 

 抽象的に判断すべきである。 

２ 本件において、Y社定款には「不動産の保存と運用」が目的として定めら  

 ている。しかし、財産の運用利殖をはかるために、所有する不動産を売却す 

 ることもありうる以上、所有不動産の売却行為は、Y社定款記載の「不動産 

 の保存と運用利殖」という「目的の範囲内」の行為といえる。 

  したがって、本件売買契約は有効に成立している。 

３ よって、Xの上記請求は認められる。 

以上 
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２ 会社の政治献金 

1 請求 

  A社の株主 Xは、株主代表訴訟（847条 1項）を提起して、取締役 Yの A 社 

 に対する任務懈怠責任（423条 1項）を追及する。そして Xは、Yの任務懈  

 怠の内容として以下の主張をする。①Yが A社を代表して行った本件政治献  

 金が同社定款記載の「目的の範囲」外の行為である、あるいは②本件政治 

 献金は公序良俗に反するところ、Yの負う善管注意義務（330条、民 644条）  

 ないしは忠実義務（355条）に反する。③仮に本件政治献金が適法でもその 

 額が大きいため善管注意義務・忠実義務違反があると主張する。 

2 当否  

(1) ①本件政治献金は「目的の範囲」（民法 34条）内にあるか。 

  「目的の範囲内」の行為には、定款に記載された目的自体に限定されるも  

 のではなく、その目的を遂行するうえで直接または間接に必要な行為まで包 

 含されると解する。そして、必要な行為に当たるか否かの判断は、当該行為 

 の客観的な性質に即し、抽象的に判断すべきである。 

  本件において、株式会社 A社がした政治献金に即して検討する。株式会社 

 は営利を目的とする。しかし、（会社は、自然人と等しく国家、地方公共団体、 

 地域社会その他構成単位である社会的実在であるから、それとしての社会的 

 作用を負担せざるを得ない。そうだとすると、ある行為が一見定款所定の目 

 的と関わりがないものであるとしても、会社に社会通念上、期待ないし要請 

 されるものである限りその期待ないし要請に応えることは当然なしうる。）1 

 特に、政党は国民の政治意思を形成する最も有力な媒体であるから、政党へ 

 の政治献金により、政党の健全な発展に協力することは会社に対しても、社 

 会的実体として当然に期待される行為である。 

  そのため、A社による政治献金は、A社の目的を遂行するうえで直接ない 

 しは間接に必要な行為といえる。 

  したがって、本件政治献金は「目的の範囲内」の行為に当たる。 

(2) ②公序良俗違反（民法 90条） 

  次に Xとしては、本件政治献金は、株主の政治的信条の自由（憲法 19 条） 

 を侵害するところ、公序良俗に反すると主張することが考えられる。しかし、 

 株式会社の場合は強制加入団体とは異なり株式を譲渡することで会社から脱 

                                            
1 かっこ書は、会社法の答案としては省略可能。 



大林尚人「Law Practice商法・会社法の理論と解法」 

 6 

 退することができる。また会社は政治資金の寄付をする自由を有している。 

 しかがって、本件政治献金により株主の政治的信条の自由を侵害することは 

 なく、公序良俗に反するとはいえない。 

(3) ③善管注意義務・忠実義務違反 

  法令で政治献金が制限されている場合、当該政治献金が法令の範囲内であ  

 っても、当該政治献金の必要性や会社の資産・収益状態等に鑑みて不相当な 

 額の献金をすることは、取締役の善管注意義務・忠実義務に反すると解する。 

  本件において、A社が行った政治献金の総額は政治資金規制法による制限 

 内の2,500万円である。これはA社の資本金額80億円の0.003％程度であり、 

 A社経常利益１億円の 0.25％にとどまるところ、不相当な額とはいえない。 

  したがって、取締役 Yの善管注意義務・忠実義務はない。 

  よって、Xの Yに対する請求は認められない。 

以上 
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３ 法人格の否認 

1 Y1社は、Y2社とは別の法人格であり同社の株主にすぎないところ、Xら 

 は、Y1社に対して本件支払請求をすることができないのが原則である。 

2 法人格否認の法理 

(1) もっとも、本件支払請求との関係で、Y2社の法人格の独立性を否定して、 

 Xらが本件支払請求権を直接 Y1社に対して行使するという、いわゆる法人格 

 否認の法理が認められないか。 

  そもそも、法人格否認の法理2とは、法人たる会社の形式的独立性を貫くと 

 正義・衡平に反することになる場合に、当該具体的事件限りにおいて会社の 

 独立性を否定し、会社とその構成員を同一視する法理である。法人格が全く 

 の形骸にすぎない場合、会社と構成員に実質的・経済的な一体性が認められ 

 るか否かが重要となる。これは、①業務活動混同の反復・継続、②会社と構 

 成員の義務・財産の全般的・継続的混同、③明確な帳簿記載・会計区分の欠 

 如、④株主総会・取締役会の不開催等諸般の事情3を総合的に考慮して判断す 

 べきである。 

(2) 本件において、Y1社が Y2社の 100パーセント親会社（Y2社は 1人会社） 

 であり、両者は経済的に一体と認められる。また本件 Y2社の事業は Y1社の  

 事業の延長として捉えられており、経営管理体制については Y2社の取締役の 

 8割は Y1の取締役であった。さらに平成 28年 1月以降は Y1社の代表取締  

 役Qが Y2社の代表取締役に就任し、Y1社固有の人材を活用しているところ、 

 Y2社の経営を完全に Y1社の支配下においたと認められる。そのため、Y1と 

 Y2に実質的・経済的な一体性が認められる。 

  したがって、本件に限り Y2の法人格の独立性は否定される。 

(3) よって、Xらは Y１社に対して本件支払請求をすることができる。 

以上 

 

 

 

 

 

                                            
2 典型的には小規模な株式会社が倒産した際にその実質的 1人株主の個人責任を追及

するため（有限責任の排除）に援用される（江頭 41頁）。 
3 法人形式の諸微表が積み重なって初めて法人格の形骸化といえる（江頭 45頁）  
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第２章 設立 

４ 現物出資 

１ 成立後の株式会社に対する請求 

(1) 現物出資財産の不足額填補責任 

ア 発起人・設立時取締役 

  現物出資財産の客観的価格が、定款に記載または記録した価格に著しく不  

 足する場合は、発起人および設立時取締役は、不足分を株式会社に対し、連 

 帯して支払う義務を負う（52条 1項）。本件において、現物出資財産の客観 

 的価格（100万円程度）が、定款に記載された価格（2,000 万円）に著しく不 

 足している。そして、Y1〜2は発起人であり、そのうち Y１・２は設立時取 

 締役である。 

  したがって、原則として、Y１〜３は不足分 1,800万円を Y社に対し、連 

 帯して支払う義務を負う。 

  なお、本件が発起設立であれば Y１・２は、自らの無過失を証明すること 

 ができれば上記責任を負わない（52条 2項 2号。募集設立の場合は 103条 1  

 項が 52条 2項 2号を準用しないため免責の余地はない）。ただし、Y３は「第 

 28条 1号（現物出資）の財産を給付した」発起人（52条 2項柱書）であるた 

 め、無過失責任を負う。 

イ 証明者 

  本件では、検査役の調査に代わる証明をした Y４・５は Y社に対し、Y１〜 

 ３と連帯して不足分 1,800万円の支払義務を負う。ただし、自らの無過失を 

 証明することができれば上記責任を負わない（52条 3項）。 

(2) 任務懈怠責任 

  上記不足分の 1,800万円を「損害」として、「発起人」Y１〜Y３は、連帯  

 して、任務懈怠責任（53条 1項、54条）を負う。 

  発起人は株式会社の設立に関して善管注意義務を負う（民法 644条）。Y３ 

 は本件現物出資財産の客観的価格が定款記載の価格に不足することを知って 

 おり、Y１・２はこれを了承したところ、Y１〜３は善管注意義務に反したと 

 いえる。したがって、「任務を怠った」といえ、任務懈怠責任を負う。 

(3) 結論 

  以上より、Y社の株主 Xは、株主代表訴訟（847条 1項）に基づいて Yら 

 に上記責任を追及することができる。 
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２ 第三者責任 

  株主 Xは、53条 2項に基づき Y１〜３に対し、直接第三者責任を追及する  

 ことが考えられる。しかし、本件の損害は、上記不足額により Y社に損害が 

 生じた結果、株主 Xに損害が生じた間接損害である。間接損害が生じた場合 

 の「第三者」に株主は含まれないと解されるため、同責任追及は認められな 

 い。すなわち、仮に株主が同条により直接請求をすることができるとすれば、 

 本来会社に帰属すべき財産を株主が割取することとなり、その結果、株主間 

 の公平と会社債権者を害することになる。そのため、「第三者」に株主は含ま 

 れないと解される。 

以上 
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５ 定款に記載のない財産引受けの効力 

１ 小問(1) 

(1) 財産引受けとは、発起人が設立中の会社のために、第三者との間で、会社  

 の成立を停止条件として特定の財産を譲り受ける旨の契約であるところ、本 

 件売買契約は、Y社発起人 Aが設立中の同社のために、X社との間で、会社 

 の成立を停止条件として本件マンションを譲り受ける旨の契約であるから、 

 財産引受け（28条 2号）に当たる。財産引受けは、定款にその価格等を記 

 載しなければ「その効力を生じない」（同条柱書）ところ、本件売買契約は無 

 効として Yは本件売買代金の支払を拒むことができるのではないか。 

  設立中の会社は実質的に成立後の会社と同一のものであるから、設立中の 

 会社の機関として発起人が行った行為による権利義務が、当然に成立後の会 

 社に承継されると解されるところ、財産引受けが発起人の権限の範囲内かを 

 検討する。 

  そもそも、会社法で開業準備行為4である財産引受けを変態設立事項として 

 定めた趣旨は、開業準備行為は成立後の会社の経済的基礎を危うくする危険 

 があるため原則として発起人の権限に入らないが、財産引受けは会社成立後 

 に円滑にその目的である事業を行うことができるようになるために必要な行 

 為であるから、定款に記載された財産引受けに限り発起人の権限内にあると 

 した点にある。そうすると、定款に記載のない財産引受けは、原則どおり、 

 開業準備行為として発起人の権限の範囲外にあるものとして絶対的に無効で 

 あると解する。ただし、無効を主張することが信義則に反するといえる特段 

 の事情5がある場合はこの限りでない。 

(2) 本件売買契約は、Y社の原始定款に記載されていない財産引受けであると  

 ころ、本件売買契約は絶対的に無効である。そして、Y社がこの無効を主張 

 することが信義則に反するといえる特段の事情もない。 

  したがって、Y社は、X社に対して本件売買契約の無効を主張することがで 

 きる。 

(3)  よって、Y社は本件代金の支払請求を拒むことができる。 

２ 小問(2) 

  上記のように、本件売買契約は絶対的に無効であるから、Y社はこれを追 

                                            
4 開業準備行為とは、設立後に予定する事業を円滑に開始するための準備行為である（田中 576

頁）。 
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 認することはできない。 

  よって、Y社は、Xに対して、本件売買契約に基づいて本件マンションの引 

 渡しを請求することはできない。 

以上 
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６ 払込みの仮装 

１ 小問(1) 

(1)  Y１による出資金の払込み 

ア 預け合の認定 

  Y１は、Z社設立後すぐに P銀行 Q支店の Z専用口座から出資金を引き出 

 して、これを自己の P銀行に対する借入金返済に充てているところ、Y１のし 

 た払込みは、預合いとして無効とならないか。 

  預け合とは、発起人が払込取扱金融機関の役職員と通謀して出資金の払込 

 みを仮装する行為をいう。本件において、Y１は、Z社への払込取扱金融機関 

 の P銀行 Q支店の融資担当部長 Tと通謀して、同支店から 5,000万円を借り 

 入れて払込みをしたが、Z社成立後直ちに払込金を引き出し、借入金の支払い 

 に充てており、払込金は Z社の資金なっていないところ、Y１の払込みは、発 

 起人が払込取扱金融機関の役職員と通謀して出資金の払込みを仮装する行為 

 といえる。 

  したがって、Y１の払込みは、預け合に当たる。 

イ 預け合の効力 

  預合いを抑止する趣旨は、資本を充実させることで会社債権者を保護する  

 点にある。仮に預合いによる払込みを無効とすると、成立後の会社は、払込 

 取扱金融機関に対して預金債権を有しないことになり、かえって会社債権者 

 の利益を害する。そのため、預合いは有効と考えるべきとも思える。しかし、 

 出資の履行を仮装した発起人は、仮装した出資に係る金額の金銭の支払もし 

 くは金銭以外の財産全部の給付する義務を負う（52条の 2第 1項）。さらに 

 当該仮装払込みに関与した発起人または設立時取締役も連帯して当該額を支 

 払う義務を負う（同条 2項、3項）。そうすると、預け合による払込みを無効 

 と考えても会社債権者の利益を損なうことはなく上記趣旨に反しない。そこ 

 で、預け合による払込みは無効と解する。 

  したがって、Y1のした払込みは無効である。 

(2)  Y２による出資金の払込み 

  Y１が Y２の依頼を受けて、Zの口座から出資金を引き出して、これを Y２ 

 の R銀行に対する借入金の弁済に充てているところ、Y２のした払込みは、 

 見せ金として無効とならないか。 

  見せ金とは、発起人が払込取扱金融機関以外から金銭を借り入れて払込み 
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 を行った後、成立後の会社の取締役に就任して直ちに払込金を引き出し、借 

 入金の弁済に充てることで出資金の払込みを仮装する行為をいう。見せ金は、 

 払込みの形式は整えているものの、実質的に見れば、それによって会社の営 

 業資金は何ら確保されていないため無効と解する。 

  見せ金に当たるか否かの判断は、①借入金を返済するまでの期間の長短、 

 ②会社資金としての運用の事実、③借入金返済と会社資金関係との関係など 

 の事情を考慮して行う。 

  本件において、Y２は、払込取扱金融期間でない R銀行 S支店から 5,000 

 万円を借り入れて払込みを行った後、Z社が成立してからわずか１週間後には、 

 同社代表取締役 Y１に依頼して、払込金を引き出し、借入金の弁済に充てて  

 いるところ、借入金を返済するまでの期間は短い（①）。また、Z社の資金と 

 して運用された事実はないとも思える（②）。しかし、Z社は、Y２の借入金 

 を弁済したことによる求償権を放棄することで、実際には、当該求償債権と 

 設立費用債務（本件賃料債務）を相殺したことを認めており、Z 社が Y２に対 

 して、負う設立費用債務が消滅する形で同社財産の形成に寄与しており（② 

 ③）、実質的に出資金の払込みを仮装する行為とはいえない。 

  したがって、Y２のした払込みは、見せ金には当たらず、有効である。 

２ 小問(2) 

  Y１の払込みは、上記のように預合いであると認定できるところ、預合いの 

 罪（965条）が成立する。さらに Y１は代表取締役として自己の債務の弁 

 済のために Z社の財産である払込金を流用しているところ、特別背任（960 

  条）が成立する。 

  よって、Y１はこれらの罪責を負う。 

以上 
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第３章 株式・新株予約権 

７ 相続による株式の準共有 

１ 小問(1) 

(1) 原告適格 

  Xとしては Y社の株主として、株主総会決議取消の訴え（831条 1項）な 

 いしは同決議不存在の確認の訴え（830条 1項）を提起することを考える。 

 もっとも、遺産共有状態にある本件株式については権利行使者の「通知」（106 

 条本文）がされていないところ、原則として Xは本件「株式についての権利 

 を行使することができない」。そうだとすると、Xには原告適格が認められな 

 いのではないか。 

  権利行使者の指定と通知を要求した同条の趣旨は、権利行使者だけが権利 

 を行使することができるとすることにより、共有者全員が個々に権利を行使 

 することにより生じうる混乱を回避するという会社の事務処理の便宜を図る 

 点にある6ところ、かかる趣旨は訴訟提起という権利行使についても及ぶ。そ 

 こで、「株式についての権利」とは、訴訟提起を含む株式から生じるすべての 

 権利と解され、共有者の 1人が訴訟を提起するためには、上記権利行使者の 

 指定・通知をする必要があり、これを欠く場合は、会社側に信義に反する行 

 為が認められる特段の事情7のない限り原告適格を欠くと解する。 

  本件において、Xらは、本件株式について権利行使者の指定・通知をして 

 いない。もっとも、本件株式は Y社の発行済株式総数の過半数にあたる 51 

 パーセントを占める。Y社定款には株主総会の決議要件について別段の定め 

 はないところ、本件株式に係る議決権行使がされなければ、本件株主総会は 

 定足数「株主の議決権の過半数」（309条 1項）を満たさず不成立となる。そ 

 れにもかかわらず、本件株式の準共有者 Xの原告適格を否定することは本件 

 株主総会を開催したことと矛盾する。そのため、Y社には信義に反する行為 

 があり、特段の事情がある。 

                                            
6 逐条 35頁。 

7 ①準共有株式が発行済株式の全株式が準共有状態にあるのに株主総会決議が成立したものと
されている場合の決議不存在の確認の訴えや、②発行済株式の過半数が準共有の状態にあるの

に株主総会の合併決議が成立したとされる場合の合併無効の訴えにおいて、特別の事情が存在

するとする判例がある。こうした事情のもとでは、被告会社は一方で準共有株式について権利

行使者の指定・通知の手続が履践されたことを前提に株主総会決議の成立を主張立証すべき立

場にありながら、他方でその手続の欠缺を主張して原告適格を争えば法 106条本文の趣旨を同

一訴訟手続内で恣意的に使い分けていることになり、これは訴訟法上の防御権を濫用するもの

で信義則に反する。（逐条 38頁）。 
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  したがって、Xには原告適格が認められる。 

(2) 株主総会決議取消しの訴え 

ア 取消事由 

  株主総会を招集するには、取締役は事前に株主に対して招集通知をする必 

 要がある（299条 1項）。そして株式が共有に属するとき共有者は、会社に対 

 して会社からの通知を受領する者を定めて通知する必要がある（126条 3項） 

 が、この通知がない場合、会社は共有者の 1人に対して通知をすれば足り（同 

 4項）、これは株主総会の招集通知の場合も同様である。 

  本件株式について、本件株主総会の招集通知は本件株式の共有者の誰に対 

 してもなされていない。そのため、法 299条 1項違反がある。 

  したがって、本件株主総会は「招集の手続…が法令…に違反」する（831 

 条 1項 1号）から、取消事由が認められる。 

イ  裁量棄却（831条 2項） 

  本件で招集通知がなく本件株式の共有者 Xは、本件株主総会の存在すら気 

 づかなかったところ、「違反する事実が重大でなく」とはいえない。 

  したがって、裁判所は、裁量棄却をすることはできない。  

(3) 株主総会決議不存在の確認の訴え 

  不存在事由については明文の規定を欠くところ、解釈が必要である。不存 

 在事由は、①決議が物理的に存在しない場合、②物理的には決議は存在する 

 が、その手続の瑕疵が激しいため法律上決議が存在したとは評価できない場 

 合に認められると解される。 

  本件株主総会はそもそも、実際に開催されているかも判然としていないと 

 ころ、①決議が物理的に存在しないといえる。仮に実際に開催されていると 

 しても、上記のように Y社株式の過半数に当たる本件株式について招集通知 

 を欠くところ、②その手続の瑕疵が激しく法律上決議が存在したとは評価で 

 きない。 

  したがって、不存在事由が認められる。 

(4)  Xは以上の方法により本件決議の瑕疵を争うことができる。 

２ 小問(2) 

  Xは Y社の株主として 433条 1項に基づいて、会計帳簿の閲覧・謄写請求 

 をする。もっとも、会計帳簿の閲覧・謄写請求権は株主が有する監督是正権 

 の 1つであるところ、「株式についての権利」（106条）に当たる。そこで、 
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 会計帳簿の閲覧・謄写請求をするためには権利行使者の指定・通知をする必 

 要がある。具体的には、権利行使者の指定は共有物の管理行為（民 252条本 

 文）に当たるから、持分の過半数をもって行うと解する。 

  本件において、本件株式にはいまだ共有状態にある。しかし、Xの法定相 

 続分は 4分の 3であるところ、Xは本件株式の過半数の持分を有する。その 

 ため、その Xが上記請求をしたということは自らを本件株式の権利行使者と 

 指定して、その旨を Y社に対し通知したといえる。 

  したがって、Xの上記請求は認められる。 

以上 
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８  種類株式（略） 

９  全部取得条項付種類株式（略） 
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１０ 株主平等の原則 

１ 小問(1) 

(1) Xは、Y社に対して、本件契約に基づき金員の支払いを請求することがで 

 きるか。同請求が認められるためには、本件契約が有効である必要がある。   

 そのため、本件契約の有効性を検討する。 

(2) 株式会社は、株主を、その有する株式の内容および数に応じて平等に取り 

 扱わなければならない（株主平等の原則）。同原則は、株式投資の収益の予測 

 可能性を高めて株式投資を促す機能を有するところ、一般株主に対しては無 

 配としながら特定の株主に対してのみ配当を行うような無配配当は、不平等 

 取扱いにより不利益を受ける株主の同意がない限り、同原則に反して無効と 

 解する。 

  本件契約について、これを検討する。平成 25年頃から Y社では業績悪化に 

 より剰余金の配当がなされなくなった。しかし、Y社株主の Xに対しては、 

 それまで Yから Xに対してなされていた剰余金の配当額とほぼ同額の金員が 

 本件契約により支払われているところ、これは実質的に特定の株主 Xに対し 

 てのみ配当を行う無配配当である。そして、本件契約について不平等取扱い 

 により不利益を受ける他の株主が同意したという事情はない。 

  したがって、本件契約は、株主平等原則に反して無効である。 

(3) よって、Xの上記請求は認められない。 

２ 小問(2) 

(1) Xは、Yに対して、株主優待制度に基づいて商品券の引渡しを求めること 

 ができるか。 

  形式的に厳密な平等取扱いの要求は、会社自体のより大きい合理的必要性 

 の前には譲歩すべきである8。そこで、株主優待が、454条 3項に反する現物 

 配当の性格を有する場合を除き、①株主優待をする目的が合理的であり、② 

 その目的達成のために相当の範囲内の優待であれば、株主平等原則には反し 

 ないと解する。 

(2) 本件の株主優待は、1000株を保有する株主に対して、Xのような 200万株 

 を保有する株主に与えられる商品券の割合は 10倍を超える。その額はおよそ  

 80万円である。Yが無配当なことに不満を持つ Xが主張する Xの顧問就任を 

 回避する目的で大株主ほど高額の商品券を受け取れる本件80万円相当の商品 

                                            
8 争点 47頁 
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 券贈与は、現物配当の性格を有する。仮に現物出資といえないとしても、個 

 人株主獲得や自社製品の宣伝目的とは異なる上記目的は合理的とはいえない 

 （①）。 

  したがって、本件株主優待は、454条 3項および 109条 1項に反し無効で 

 ある。 

(3)  よって、Xの上記請求は認められない。 

以上 
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１１ 利益供与 

１ 小問(1) 

  Y1は、A社株主 Zが負う 10億円の債務を肩代わりすることと引き換えに 

 会社提案に賛成することを依頼し、実際に Zの議決権行使し本件決議がされ 

 ている。これは「株主の権利の行使に関し、財産上の利益の供与」である（120 

 条 1項）。もっとも、これにより本件決議は「内容が法令に違反する」（830 

 条 2項）とはいえず、「決議の方法が法令…に違反」する（831条 1 項 1 号） 

 といえるにとどまる。 

  したがって、A社「株主」である Xは、株主総会決議取消しの訴えにより 

 本件決議の効力を争うことができる。なお、この違法は「重大」であるし、Z 

 に対する利益供与がなければ会社提案に通りの本件決議はされなかった可能 

 性があるから「決議に影響を及ぼさないもの」とはいえず、裁判所はこれを 

 裁量棄却することはできない（831条 2項）。 

２ 小問(2) 

(1) 結論 

  A社「株主」Xは、株主代表訴訟（847条 1項）により、120条 3項前段に 

 基づく Zの A社に対する 50億円の返還と、同条 4項本文に基づく Y１の A 

 社に対する 50億円の支払い請求を求めることができる。 

(2) 理由 

 ア 「株主の権利‥の行使に関」する「財産上の利益の供与」（120条 1項） 

  利益供与を禁止した同項の趣旨は、株主権の行使を経営陣に都合のよいよ 

  うに操作する目的で会社財産が浪費されることを防止し、会社経営の公正 

  性・健全性を確保する点にある9。そうだとすれば、株式譲渡は株主たる地 

  位の移転であり、それ自体は株主の権利の行使とはいえないが、会社から 

  見て好ましくないと判断される株主が株主権を行使することを回避する目 

  的で、当該株主から株式を譲り受けるための対価を何人かに供与する行為   

  は、「株主の権利‥の行使に関」する「財産上の利益の供与」に当たると解 

  する。 

   本件において、Y１は暴力団に譲渡された A社株式を Zが譲り受けるた 

  めの対価として Zに対して 50億円を提供している。これは暴力団から Zへ 

  

                                            
9 田中 90頁 
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  の株式譲渡は株主たる地位の移転である。しかし、これは A社から見て好 

  ましくないと判断される株主（暴力団）が株主権を行使することを回避す 

  る目的で、暴力団から A社株式を譲り受けるための対価を Zに供与する行 

  為といえる。 

   したがって、本件利益供与は、「株主の権利‥の行使に関」する「財産上 

  の利益の供与」に当たる。 

 イ  Zの責任 

   Zは、本件「利益の供与を受けた者」（120条 3項前段）に当たるところ、 

  A社へ 50億円を返還する責任を負う。 

 ウ Y１の責任 

   Y１は、本件「利益の供与をすることに関与した取締役」（同条 4項本文、 

  規則 21条 1号）のうち、「当該利益の供与をした取締役」（同項ただし書か 

  っこ書）に当たるため、A社へ 50億円を支払う無過失責任を負う。 
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１２ 名義書換の未了 

1 小問(1) 

(1) Y社株式を譲渡した A は、名義書換が未了の本件で Y社に対して、株主 

 として株式の割当てを請求することができるか。 

  株券発行会社の株式の譲渡は、名義書換を行わなければ会社に対して株主 

 たる地位を主張することができない（130条 2項、1項）ところ、その趣旨は、 

 株主名簿による株主の集団的・画一的取扱いを可能にするという会社の事務 

 処理の便宜を図る点にある。そうだとすれば、名義書換を会社が不当に拒絶 

 ないしは過失により未了の場合、当該会社は信義則に反し保護に値しない。 

 そこで、このような場合、会社は株式譲受人を株主として取り扱う必要があ 

 り、株主名簿上に株主として記載されている譲渡人を株主として取り扱うこ 

 とはできないと解する。 

(2) 本件 Y社は株券発行会社であるところ、同社の株式は Aから Bへ譲渡され 

 ている。そして、すでに Bは Y社に対して、株券を提示して名義書換を請求 

 しているが、Y社担当者の過失により名義書換がされず、株主名簿上の株主 

 は Aのままである。そうだとすれば、本件では名義書換が過失により未了の 

 場合といえる。 

  したがって、Y社は、譲受人 Bを株主として取り扱う必要があり、譲渡人 

 Aを株主として取り扱うことはできない。 

(3)  よって、Aは、Y社株主として株式の交付を求めることはできない。 

2 小問(2) 

(1) 原告適格 

 「株主」Eは、他の株主 Cに対する招集手続の瑕疵をもって決議取消しの訴 

 え（831条 1項 1号）を提起することができるか。 

   条文上、株主が主張できる事由は当該株主自身に関する手続の瑕疵に限 

 定されていない。また株主は、株主総会の手続が全体として適正に行われて 

 いることについて正当な利益を有している。そこで、他の株主に対する招集 

 手続の瑕疵をもって決議取消しの訴えを提起することはできると解する。 

  したがって、Y社株主である Eは、本件株主総会決議取消しの訴えを提起 

 して、Cが保有する株式に係る議決権行使を理由とする本件決議の瑕疵を争 

 うことができる。 

(2) 本案 
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  名義書換は、株式譲渡の対抗要件にすぎないから、会社のほうが名義書換 

 未了の譲受人を株主として取り扱うこともできると解する。 

  本件において、Cが保有していた Y社株式は、Dへ譲渡されているが、こ 

 の譲渡について名義書換はされていない。もっとも、Y社代表取締役 Pは、 

 この株式譲渡の事実を聞いて、Dに対して株主総会の招集通知を発出してい 

 るところ、Y社は名義書換未了の譲受人 Dを株主として取り扱っている。 

  したがって、Dは、当該株式に係る議決権を行使することができる。 

  よって、「招集の手続‥が法令‥に違反し」ているとはいえず、Eの上記訴 

 えは認められない。 

3 小問(3) 

  株主の株主総会決議取消しの訴えの提起は、株主としての権利行使（共益 

 権）の一つであるから、株主が同訴えを提起するためには、名義書換を行い 

 会社に対する対抗要件を具備する必要があると解する。本件において、Y社 

 株式の譲渡を受けた Gは、名義書換をしている。そのため、Gは、株主総会 

 決議取消しの訴えを提起することができるとも思える。 

  もっとも、Gの仮名 Hの名で株主名簿に記載されているところ、仮名で株 

 主名簿への記載があったといえるか。 

  株主名簿に記載すべき「氏名」は本名、すなわち、日本国籍を有するもの 

 は原則として戸籍上の氏名をいうと解する。もっとも、株主が自己の氏名と 

 してこれと異なる氏名を長期間にわたり一般的に使用し、その結果、社会生 

 活上、それが当該株主の氏名として一般的に通用している場合は例外的にそ 

 の通称も「氏名」に当たると解する。 

  本件において、上記例外的な事情があれば、仮名 Hも「氏名」に当たる。 

  よって、この場合は株主名簿への記載があったといえ、Gは上記訴えを提 

 起することができる。 

以上 
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１３ 定款による株式の譲渡制限 

1 小問(1) 

  Xの請求が認められるためには、X定款に譲渡制限があるところ、本件吸収

合併による Y１の X株式取得が、「譲渡」に当たるといえる必要がある。 

 「譲渡」とは、売買などの特定承継を意味するところ、相続や組織再編など

による一般承継は含まれないと解する。 

 本件において、Y１が X株式を取得した原因は、組織再編である本件吸収合併

である。そのため、本件吸収合併は、「譲渡」には当たらない。 

 したがって、Xの請求は、認められない。 

2 小問(2) 

 Xでは、相続人等に対する売渡しの請求に関する定款の定めがあるところ、X

は株主総会の特別決議（175 条 1 項、309 条 2 項 3 号）により、同社株式を相

続等の一般承継により取得した者に対して、分配可能額がある限り（461 条 1

項 5 号）取得した株式の売渡しを請求することができる。なお、株式を取得し

た者は当該株主総会で議決権を行使することができない（175条 2項本文）。 

 本件において A が保有していた株式を相続により取得した Y2 は議決権を行

使することができない。その Y2が決議に参加することなく、Bのみが参加する

Xの株主総会で同株式を Xに売渡すことを請求する旨の決議がされている。 

 したがって、Xに分配可能額がある限り、Xの Y２に対する請求は認められる。 

以上 
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１４ 契約による株式の譲渡制限 

1 本件合意は、従業員が退職した場合に従業員持株制度に基づいて取得した株 

 式を取得価格と同額で取締役会の指定する者に譲渡するという内容である。   

 このような、株式の譲渡を強制する合意は無効でないか。 

  定款による株式の譲渡制限と異なり、契約による株式の譲渡制限は、契約 

 当事者にしか拘束力が及ばない。そこで、契約の自由の原則に従い、契約に 

 よる株式の譲渡制限は有効であると解する。もっとも、契約内容が株主の投 

 下資本回収の機会を著しく制限する場合には、公序良俗（民 90条）に反し無 

 効と解する。 

2 本件において、Xが従業員持株制度の趣旨と内容を了解しているところ、原 

 則として本件合意は有効である。公序良俗との関係で問題となり得るのは① 

 退職により譲渡が強制されている点、②譲渡価格が取得価格と同額である点、 

 ③譲渡先は取締役会が指定する者に限定されている点である。 

  まず①退職により譲渡が強制されている点を検討する。非公開会社 Yの株 

 式については、むしろ投下資本回収の機会を提供するものであるから、投下 

 資本回収の機会を著しく制限するとはいえない。次に②譲渡価格が取得価格 

 と同額である点については、非上場会社でもある Yの株式について持株従業 

 員の退職の都度個別的に譲渡価格を定めることは実際上困難であることを考 

 慮すると、これをもって直ちに投下資本回収の機会を著しく制限するとはい 

 えない。最後に③譲渡先は取締役会が指定する者に限定されている点につい 

 ては、会社法は譲渡人が相手方選択について有する利益を閉鎖性維持の要請 

 よりも劣後的に取り扱っている（140条 1項、4項参照）ところ、譲渡先が限 

 定さていることをもって、投下資本回収の機会を著しく制限するとはいえな 

 い10。 

  したがって、本件合意は公序良俗に反せず、有効である。 

3  よって、Xの請求は認められない。 

以上 

 

 

 

 

                                            
10 百選 45頁 
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１５ 違法な自己株式取得の効力 

1  小問(1) 

(1) 手続違反 

  まず特定の株主から、市場取引等（165条）以外の方法で自己株式を取得 

 する場合には、156条 1項の自己株式取得に関する事項のほかに、当該株主 

 の氏名も決議をする必要がある。その決議をする場合には 156条 1項規定の 

 事項を取締役会が定める旨を定款上定めた会社も株主総会の特別決議による 

 必要がある（160条 1項、309条 2項 2号）。本件において、Yは特定の株主 

 Xから市場取引以外の方法で自己株式を取得しているが、これに関する株主 

 総会の特別決議はない。 

  また特定の株主から自己株式を取得する場合、会社は事前に他の株主に対 

 し、売主追加の議案変更請求権（160条 3項）を行使できる旨を通知する必 

 要がある（同 2項）が、本件自己株式取得ではこれも欠く。 

  したがって、本件自己株式取得の手続には違反がある。 

(2) 自己株式取得の効力 

  自己株式取得の手続に違反した場合の自己株式取得の効力について明文の 

 規定はないところ、どのように考えるべきか。 

  会社法で自己株式取得について厳格な手続を定めた趣旨は、株主間の平等 

 を図る点にある。つまり、会社がその財産状況を反映した公正な価格よりも 

 高い価格で特定の株主から株式を買い取れば残存株式の価値は低下し、残存 

 株主の利益が害されることになる。また非上場会社の場合は通常、株式の流 

 通性が高くないため、会社が特定の株主にのみ株式の売却機会を提供するこ 

 と自体が、残存株主との関係で不平等である11。このように、自己株式取得の 

 手続に違反がある場合には、株主の利益や株主の平等が損なわれるため、原 

 則として自己株式取得は無効と解する。もっとも、自己株式取得規制の趣旨 

 は、上記のように会社と他株主を保護する点にあるため、会社からのみ無効 

 を主張することができると解する。 

  本件において、上記のように自己株式取得の手続に違反がある。 

  したがって、Y社は、Xに対して本件自己株式取得の無効を主張することが 

 できる。 

 

                                            
11 田中 402頁、逐条 389頁 



大林尚人「Law Practice商法・会社法の理論と解法」 

 27 

2  小問(2) 

(1)  手続違反 

  取締役会設置会社は、市場取引等により自己株式を取得することを取締役 

 会の決議によって行うことを定款で定めることができる（165条 2項）。本件 

 において、Yではこのような定款は定められていないところ、市場取引等で 

 の自己株式取得に関する事項は株主総会の決議が必要である（同 3項、156 

 条 1項）。しかし、取締役会で取引所を通じて Xが保有する株式を買い取るこ 

 とを決定して、これをすべて取得した。 

  したがって、必要な決議を欠くという手続違反がある。 

(2)  自己株式取得の効力 

  上記のように自己株式取得の手続に違反がある場合には、原則として自己 

 株式取得は無効と解する。そして会社からのみ無効を主張することができる 

 と解する。 

  したがって、Xは本件自己株式取得の無効を主張することはできない。 

  よって、Xの株式引渡請求は認められない。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


